
 

 

議  案  第  ８  号  

 

 

新居浜市職員の退職手当に関する条例等の一部を改正する条例の制定につ

いて  

 

新居浜市職員の退職手当に関する条例等の一部を改正する条例を次のとおり制定する。  

 

平成２５年２月２５日提出  
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新居浜市職員の退職手当に関する条例等の一部を改正する条例  

 

（新居浜市職員の退職手当に関する条例の一部改正）  

第１条  新居浜市職員の退職手当に関する条例（昭和３５年条例第１２号）の一部を次

のように改正する。  

第１０条第７項及び第８項中「第３８条第１項各号のいずれか」を「第３８条第１

項に規定する短期雇用特例被保険者」に改め、同条第１１項第４号中「第５６条の２

第３項」を「第５６条の３第３項」に改め、同条第１４項第１号中「第５６条の２第

１項第１号イ」を「第５６条の３第１項第１号イ」に改め、同項第２号中「第５６条

の２第１項第１号ロ」を「第５６条の３第１項第１号ロ」に改める。  

附則第７項中「当分の間、２０年以上」を「当分の間、」に、「者及び傷病又は死

亡によらず、その者の都合により退職した者（第１２条第１項各号に掲げる者を含む。

次項において同じ。）」を「者」に、「１００分の１０４」を「１００分の８７」に

改め、同項に後段として次のように加える。  

この場合において、第６条の５第１項中「前条」とあるのは、「前条並びに附則

第７項」とする。  



 

 

附則第８項中「３６年」を「３６年以上４２年以下」に、「もの（傷病によらず、

その者の都合により退職した者を除く。）」を「もの」に、「その者の勤続期間を３５

年として前項の規定の例により計算して得られる」を「同項又は第５条の２の規定に

より計算した額に前項に定める割合を乗じて得た」に改める。  

（新居浜市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例の一部改正）  

第２条  新居浜市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例（昭和５８年条例

第１５号）の一部を次のように改正する。  

附則第３項及び第４項を次のように改める。  

３  この条例の施行の日（以下「施行日」という。）に在職する職員のうち施行日以  

後に新条例第３条から第５条までの規定に該当する退職をし、かつ、その勤続期間

が３５年以下である者に対する退職手当の基本額は、当分の間、新条例第３条から

第５条の３までの規定により計算した額にそれぞれ１００分の８７を乗じて得た額

とする。  

４  施行日に在職する職員のうち、施行日以後に新条例第３条第１項の規定に該当す

る退職をし、かつ、その勤続期間が３６年以上４２年以下である者に対する退職手

当の基本額は、当分の間、同項又は新条例第５条の２の規定により計算した額に前

項に定める割合を乗じて得た額とする。  

附則第５項中「額は、新条例第５条及び第５条の２の規定にかかわらず」を「基本

額は」に改める。  

（新居浜市職員の退職手当に関する条例等の一部を改正する条例の一部改正）  

第３条  新居浜市職員の退職手当に関する条例等の一部を改正する条例（平成１５年条

例第４４号）の一部を次のように改正する。  

附則第１２項中「４４年」を「４２年」に改める。  

（新居浜市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例の一部改正）  

第４条  新居浜市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例（平成１８年条例

第６号）の一部を次のように改正する。  

附則第２条第１項中「及び附則第７項から第９項まで」を「及び附則第７項から第

９項まで並びに附則第７条の規定による改正前の新居浜市職員の退職手当に関する条

例等の一部を改正する条例（平成１５年条例第４４号。以下この条において「条例第４



 

 

４号」という。）附則第１２項」に、「退職手当の額が」を「額（当該勤続期間が４

３年又は４４年の者であって、傷病若しくは死亡によらずにその者の都合により又は

公務によらない傷病により退職したものにあっては、その者が旧条例第５条の規定に

該当する退職をしたものとみなし、かつ、その者の当該勤続期間を３５年として旧条

例附則第７項の規定の例により計算して得られる額）にそれぞれ１００分の８７（当

該勤続期間が２０年以上の者（４２年以下の者で傷病又は死亡によらずにその者の都

合により退職したもの及び３７年以上４２年以下の者で公務によらない傷病により退

職したものを除く。）にあっては、１０４分の８７）を乗じて得た額が」に、「並び

に附則第７項から第９項まで」を「並びに附則第７項から第９項まで、附則第４条、

附則第５条並びに条例第４４号附則第１２項」に改める。  

附  則  

（施行期日）  

１  この条例は、平成２５年３月２７日から施行する。  

（新居浜市職員の退職手当に関する条例の一部改正に伴う経過措置）  

２  第１条の規定による改正後の新居浜市職員の退職手当に関する条例（以下この項に

おいて「新退職手当条例」という。）附則第７項（新退職手当条例附則第９項及び第

３条の規定による改正後の新居浜市職員の退職手当に関する条例等の一部を改正する

条例附則第１２項においてその例による場合を含む。）及び第８項の規定の適用につ

いては、新退職手当条例附則第７項中「１００分の８７」とあるのは、平成２５年３

月２７日から同年９月３０日までの間においては「１００分の９８」と、同年１０月

１日から平成２６年６月３０日までの間においては「１００分の９２」とする。  

３  第２条の規定による改正後の新居浜市職員の退職手当に関する条例の一部を改正す

る条例附則第３項（同条例附則第５項においてその例による場合を含む。）及び第４

項の規定の適用については、同条例附則第３項中「１００分の８７」とあるのは、平

成２５年３月２７日から同年９月３０日までの間においては「１００分の９８」と、

同年１０月１日から平成２６年６月３０日までの間においては「１００分の９２」と

する。  

４  第４条の規定による改正後の新居浜市職員の退職手当に関する条例の一部を改正す

る条例附則第２条第１項の規定の適用については、同項中「１００分の８７」とある



 

 

のは、平成２５年３月２７日から同年９月３０日までの間においては「１００分の９８」

と、同年１０月１日から平成２６年６月３０日までの間においては「１００分の９２」

と、「１０４分の８７」とあるのは、平成２５年３月２７日から同年９月３０日まで

の間においては「１０４分の９８」と、同年１０月１日から平成２６年６月３０日ま

での間においては「１０４分の９２」とする。  

 

提案理由  

一般職の職員について、国家公務員退職手当法等の一部改正に準じて退職手当の額の

改定を行うため、及び雇用保険法等の一部改正により１年未満の短期雇用の者が特例一

時金の支給対象から除外されたことに伴う所要の条文整備を行うため、本案を提出する。  


